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論文の内容の要旨
　本論文はラ企業が不確実性に対応するために必要な情報や知識をどのようにして獲得・学習しているかについ
て，組織の学習理論（organizationa11eami㎎theo町）に基づき日本の企業を対象にして実証分析を行っている。本
論文は4つの章から構成され，オリジナルな実証研究の成果は第2章と第3章に示されている。
　第ユ章は，まず，不確実な環境のもとでの企業の戦略選択に関する組織論，特に，組織の学習理論を整理して
いる。そこでは，不確実性のもとでは自企業の遇去の経験や他企業の知識や経験の利用が重要であることを指摘
している。次に，後続する2つの章に述べられる実証研究への組織の学習理論の応用を説明し，本論文の目的や
構成を述べている。
　第2章は，1975－1995年の期間における日本の自動車企業10社を対象にして，企業の2つの知識獲得活動（研
究開発と技術提携）が資産収益率にどのような影響を与えるかについて，組織の学習理論に基づく仮説をたてて
実証的に吟味している。仮説は，（1）研究開発が盛んな企業ほど収益率が高い，（2）技術提携が盛んな企業ほ
ど収益率が高い，（3）研究開発と技術提携は収益率を増すような交叉効果を持つ，の3つである。（2）と（3）
はオリジナルな仮説である。推定は誤差項に1階の系列相関があることを考慮した最尤法で行われ，企業の特徴
や経済全体の景気をコントロールするための諸変数を説明変数に含めて行われている。（1）は実証的に支持され
るが，（2）と（3）については統計的に有意な結果は得られなかった。
　第3章はラ1984一亙998年の期間に子会社を作ってヨーロッパに進出した日本の製造業の会社（287社）が進出
先の国をどのように選択したかを，条件付ロジットモデルを使って実証分析している。組織の学習理論に基づく
仮説は，（1）日本国内の同じ地域にある他企業が進出している国ほど進出しやすい，（2）日本の同じ産業に属
する他企業が進出している国ほど進出しやすい，（3）自企業が過去に進出したことのある国ほど進出しやすい，
の3つである。（1）と（2）はオリジナルな仮説であり，（3）は知られてはいるが実証的にはそれほど研究さ
れていない仮説である。進出先国の特徴をコントロールするための諸変数を説明変数に加えて実証分析している。
実証結果は上記3つの仮説をすべて支持している。説明変数を少しずつ追加したり標本分割を行ったりした推定
も行い，実証結果の頑健性のチェックも行っている。
　第4章は，本論文の主要な実証結果を要約して解釈や議論を行い，企業経営と政策策定に対する示唆や将来の
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研究への示唆を与えている。
審査の結果の要旨
　本論文は2つの実証研究のテーマを考察している。これらのテーマに対して組織の学習理論を踏まえた仮説を
提示し，実証的にそれらの仮説を検証している。その検証は綿密に行われ，その実証結果は示唆に富む。特に，第
3章の研究は今後更なる研究成果を生むものと期待できる。論文全体の特徴として，丹念なデータ収集をよく行
い，実証結果についての解釈や議論も行き届いている。
　第2章の研究成果はAsiaPacificJouma1ofManagement（審査制度あり）に採択され，また第3章の研究成果は
Associati㎝ofJapaneseBusinessS血diesの第14回年次大会のBestPaperProceedi㎎sに採録されている。全体として
レベルの高い学位請求論文になっている。
　よって，著者は博士（社会経済）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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